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山梨県水素ステーション設備設置事業費補助金業務実施細則 

 

 

（趣旨） 

第１条 県が行う山梨県水素ステーション設備設置事業費補助金（以下「補助金」という。）を交

付する業務については、山梨県水素ステーション設備設置事業費補助金交付要綱（平成２６年５

月１６日施行、以下「要綱」という。）の規定によるほか、この業務実施細則の定めるところに

よる。 
 

（用語） 

第２条 この実施細則で使用する用語は、特に定めのない限り、要綱において使用する用語の例、

及び次の各号に掲げるとおりとする。 

 一 「増設」とは、燃料電池自動車用水素供給設備に係わる水素製造装置、圧縮機、蓄圧器、プ

レクーラー及びディスペンサー等からなる系統の追加を行うものをいう。 
 二 「改造」とは、燃料電池自動車用水素供給設備に係わる設備の設備形態の変更（水素製造装

置、圧縮機、蓄圧器、プレクーラー、ディスペンサー等）に伴う工事をいう。 

 

 （補助金の交付申請書） 

第３条 要綱第５条に規定する補助金交付の申請は、申請書正副各１通を郵送、又は持参すること

により行う。 

２ 補助対象経費に自社製品の調達又は関係会社の調達分（工事等を含む。）がある場合、別表細

１に定める方法により利益等を排除して交付申請すること。ただし、申請時において利益等の金

額が明らかでないものについては、この限りではない。 

３ 申請者は、交付決定後に水素供給設備の入札、契約及び着工を行うことができる。 

４ 要綱第５条に規定する必要関係書類は、要綱様式第１に掲げるものの他、別表細２に掲げるも

のとする。 

５ 知事は、申請書類等に不備が見つかった場合、訂正・差し替え等を申請者に指示する。なお、

申請書等の受付から３週間以内に、訂正・差し替え等が済んで「受領」できる状態にならない場

合には、その申請は無効となる。 

 

（計画変更の承認等） 

第４条 要綱第８条第１項第２号に規定する内容の変更は、次に掲げるものとする。 
 (1) 水素供給設備関係 

(2) 設備を設置する事業所 
(3) 補助対象設備 
(4) 設備工事着工・完了予定日の大幅な変更 
２ 申請者は、下記の変更があったときは速やかに変更届出書（様式細２）を提出するものとする。 

(1) 申請者の住所、名称、代表者氏名、登録印 
(2) 補助金振込先 
３ 知事は、要綱第８条第２項の規定に基づき条件を付す場合において、計画変更に伴い費用が増

減した場合の交付決定額の変更については、原則として減額のみとし、増額変更は行わないもの

とする。 
４ 交付決定前に要綱第８条第１項に掲げる事項に変更がある場合は、速やかに補助金申請済内容

の変更届（様式細６）を提出するものとする。 
  

 （実績報告書等） 

第５条 要綱第１３条に規定する添付書類の詳細は、別表細３に掲げるとおりとする。 

２ 補助事業の完了とは当該補助事業に係わる補助事業者の補助対象経費全額の支払完了をもっ
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て完了とする。要綱第８条の規定に基づく補助事業の中止又は廃止の承認を受けた日を含む。 
３ 金融機関の振込証の場合は、補助対象設備（工事費・諸経費を含む）に対するものが他のもの

から分離して振り込まれ、且つ銀行の出納印を受けたもの、ATMから出力されるもの、または
総合振込精査表（振込の明細を示すこと）に限り、領収書に代えることができる。 

４ 振込手数料を差し引いて支払った場合は、その分を補助金の額から減額すること。また、振込

額は請求書の金額と一致すること。 

５ 銀行の出納印を押印した支出命令書を、領収書に代えることはできない。 

６ 請求書には、別途請求明細書を添付すること。 

 

（補助金の返還） 

第６条 補助金の交付を受けた者は、要綱第１５条第４項の補助金の返還の命令を受けた場合、返

還期限までに補助金の返還を行わなければならない。 

 

（財産処分の制限等） 
第７条 要綱第１７条第２項に規定する耐用年数の起算日は検収年月日とし、耐用年数は別表細４

のとおりとする。 
２ 知事は、要綱第１７条第２項に規定する山梨県水素ステーション設備設置事業費補助金に係る

財産処分承認申請書の提出があった場合、以下の事由による場合は、補助金の返納を求めない。 
 (1) 天災などにより使用不能となり抹消処分した場合 

(2) 自己に過失のない事故等の事由により使用不能となり抹消処分した場合 
(3) その他、知事が別に定める場合 
３ 補助金の交付を受けた者は、要綱第１７条第２項に規定する申請後、知事から承認を受け、補

助金返納を求められたとき、補助金の返納額は、譲渡額及び減価償却資産における償却方法の考

え方に基づき、補助金交付額等を勘案して算出された額とする。 
 
附 則 
この業務実施細則は、平成２６年５月１６日より適用する。 

 
附 則 
この業務実施細則は、平成２８年２月１０日より適用する。 
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（別表細１） 
 

補助事業における利益等排除 

１．利益等排除の対象となる調達先（注１） 

  補助事業者が以下(1)～(3)の関係にある会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した
場合、いわゆる下請会社の場合も含む。）は、利益等排除の対象とする。 
利益等排除の対象範囲には、財務諸表等規則第８条で定義されている親会社、子会社、

関連会社及び関係会社を用いる。 

(1) 補助事業者自身 
(2) １００％同一の資本に属するグループ企業 
(3) 補助事業者の関係会社（上記(2)を除く） 
 

２．利益等排除の方法 

(1) 補助事業者の自社調達の場合 
 原価をもって補助対象額とする。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価をいう。 
(2) １００％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合 
 取引原価が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって補助

対象額とする。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）

における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売上総利益率」といい、売上総利益率が

マイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行う。 
(3) 補助事業者の関係会社（上記(2)を除く）からの調達の場合 
 取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計以内

であると証明できる場合、取引価格をもって補助対象額とする。これによりがたい場合は、

調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割

合（以下「売上総利益率」といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって

取引価格から利益相当額の排除を行う。 
「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費で

あることを証明するとともに、その根拠となる資料も提出すること。 
なお、(2)及び(3)が当該会社を含む３社以上の一般競争入札及び指名競争入札の結果、最低
価格であった場合にはこの限りではない。 

 

 
 
 （注１）調達先とは、水素供給設備の設置においては、工事請負業者、工事施工業者または 

設備製造業者を指す。 
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（別表細２） 
 

 手続 要綱、細則 書式名称 

水素 
供給設備 

交付 
申請 

要綱第５条 
業務実施細則 
第３条第４項 

・法人の場合：登記簿謄本、現在事項全部証明書又は履

歴事項全部証明書（発行から３ヶ月以内のもの、写し） 
・個人事業者の場合：直近の確定申告書Ｂ又は開設証明

の写し 
・国税（消費税、法人税）及び法人県民税（県内に営業

所を有する場合）に係る納税証明書 
「水素供給設備整備事業費補助金」交付規程第６条第１

項の規定に基づき申請し、受領印が押印された交付申請

書類一式（写し） 
一般社団法人次世代自動車振興センターが「水素供給設

備整備事業費補助金」交付規程第７条第２項の規定に基

づき通知した交付決定通知書（写し） 

用地賃借 交付 
申請 

要綱第５条 
業務実施細則 
第３条第４項 

・法人の場合：登記簿謄本、現在事項全部証明書又は履

歴事項全部証明書（発行から３ヶ月以内のもの、写し） 
・個人事業者の場合：直近の確定申告書Ｂ又は開設証明

の写し 
・国税（消費税、法人税）及び法人県民税（県内に営業

所を有する場合）に係る納税証明書 
・暴力団等で無いことを誓約する書類 
・申請する施設の運営計画書 
・申請する施設の計画図面 
・運用開始を証する書類 
※既に本補助金の交付決定を受けている用地につい

ては不要 
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（別表細３） 
 

 手続 要綱、細則 書式番号等 書式名称 

水素 
供給設備 

実績

報告 

要綱第１３条 
業務実施細則 
第５条第１項 

 請求書（写し） 
 請求明細書（写し） 
 用地賃貸借契約書（写し） 
 領収書（写し） 

 領収書が出ない場合 
（金融機関発行の振込証）（写し） 

 
設備の完成を証する書類・高圧ガ

ス保安法に基づく製造施設完成検

査証（写し） 
様式細１ 入札等の報告書 

様式第１１ 取得財産等管理台帳・取得財産等

明細表 
様式細５ 補助対象設備明細書（確定） 

様式細３ 補助対象設備・取得財産等明細表 

対照表 
様式細４ 補助対象設備共通費按分表 
 取得した設備の写真 
 完成図書 
 工程表 

 
一般社団法人次世代自動車振興セ

ンターが発行した確定通知書（写

し） 
 その他 

用地賃借 実績 
報告 

要綱第１３条 
業務実施細則 
第５条第１項 

 用地賃貸借契約書（写し） 
 領収書（写し） 

 領収書が出ない場合 
（金融機関発行の振込証）（写し） 

様式細５ 補助対象設備明細書（確定） 
様式細７ 施設の運用状況の報告書 
 その他 
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（別表細４） 
 

減価償却資産としての水素供給設備の耐用年数 
 

保管 
書類 取得財産等管理台帳・取得財産等明細表（様式第１１）  

 水素供給設備

一式 

受電設備、原料ガス設備、水素製造装置、液化水素

貯槽・気化器、水素燃料輸送用設備・接続装置、圧

縮機、蓄圧器、ディスペンサー、プレクーラー、冷

却水装置、計装空気設備・窒素設備、散水設備・貯

水槽、制御・監視・検知警報設備等その他水素を燃

料として燃料電池自動車等に供給するために必要

な設備 

８年 

 工事負担金 

敷地外の中圧ガス本支管工事に関する負担金、給水

配管/排水配管工事に関する負担金電気の供給設備
に関する工事費負担金[無形固定資産で全額償却（定
額）] 

１５年 

処
分
の
制
限 

取得財産等のうち取得価格が５０万円を超えるものについては、処分制限期間内は

処分（目的外使用、売却、移設、譲渡、交換、貸与、廃棄、担保提供することをい

う。）することができない。 

ただし、あらかじめ「山梨県水素ステーション設備設置事業費補助金に係る財産処

分申請書（様式第１２）」を知事に提出し、その承認を受けた場合には処分するこ

とができる。 

処分にあたっては、補助金の返納義務が生じることがあるので速やかに知事に報告

すること。 
 
備 考 

上記以外の財産については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年３月３１日大蔵省令

第１５号）に定める期間によるものとする。 


